
平成 13年 9月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 11月 21日

上   場   会   社   名       浜松ホトニクス株式会社 上場取引所 東

コード番号       6965 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役管理部長 静岡県

　　　　氏   　　     名　　　　　　　　　　　　　　鈴木　志明 TEL (053) 452 - 2141
決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 12月 20日

１. 13年  9月期の業績（平成 12年 10月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　売　　上　　高 　　営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  9月期 52,722 16.9 6,800 31.2 6,914 24.7

12年  9月期 45,115 22.3 5,181 149.6 5,545 164.4

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  9月期 2,396 63.8 35.81 32.77 5.5 7.3 13.1

12年  9月期 1,463 69.8 45.08 43.66 3.7 7.3 12.3

(注)①期中平均株式数 13年  9月期    66,925,290 株　　　12年  9月期    32,462,928 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  9月期 12.00 7.00 5.00 570 23.8 1.3

12年  9月期 16.50 7.00 9.50 542 37.1 1.3

（注）①13年  9月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

　　　②平成13年5月21日をもちまして、１株につき２株の割合にて株式分割をしております。

(3)財政状態

      　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率
　１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％

13年  9月期 106,125 45,242 42.6 670.83

12年  9月期 83,548 41,535 49.7 1,255.47

（注）期末発行済株式数　13年  9月期       67,443,096　株　　　12年  9月期       33,083,356株

２. 14年  9月期の業績予想（ 平成 13年 10月 1日  ～  平成 14年 9月 30日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 25,000 2,000 1,000 5.00 － －

通　　期 54,000 5,350 2,850 － 5.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   42 円 26 銭 
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１．貸 借 対 照 表         

（単位：百万円）

当 期    
(平成 13年９月 30日現在)

前 期    
(平成 12年９月 30日現在)

増 減    
期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【資 産 の 部        】
％ ％ ％

流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金         

受 取 手 形         

売 掛 金         

商 品         

製 品         

原 材 料         

仕 掛 品         

貯 蔵 品         

前 払 費 用         

未 収 入 金         

繰 延 税 金 資 産         

そ の 他         

貸 倒 引 当 金         

52,428

22,713

 3,472

14,546

    28

 1,918

 2,547

 5,461

   411

    52

   658

   456

   232

△    71

 49.4 40,071

10,578

 4,055

14,792

    22

 1,441

 2,039

 5,077

   420

    56

   802

   766

   116

△    99

 48.0 12,356

12,134

△  583

△  245

       6

   477

   507

   383

△    9

△    3

△  144

△  310

    115

    28

  30.8

固 定 資 産          

有 形 固 定 資 産        

建 物         

構 築 物         

機 械 及 び 装 置         

車 両 運 搬 具         

工具、器具及び備品        

土 地         

建 設 仮 勘 定         

53,696

40,712

16,080

   415

 6,627

    45

 3,100

11,210

 3,232

 50.6

 38.4

43,476

32,542

12,096

   348

 5,081

    34

 2,814

10,550

 1,616

 52.0

 38.9

10,220

 8,170

 3,984

    66

 1,546

    10

   286

   660

1,616

  23.5
  25.1

無 形 固 定 資 産        

特 許 権 等         

借 地 権         

ソ フ ト ウ ェ ア         

そ の 他         

   302

    35

    29

   218

    18

  0.3    255

    22

    29

   184

    18

  0.3     47

   13

     0

    33

△    0

  18.5

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券         

関 係 会 社 株 式         

出 資 金         

関 係 会 社 出 資 金         

長 期 貸 付 金         

繰 延 税 金 資 産         

そ の 他         

貸 倒 引 当 金         

12,681

 1,880

 5,160

    12

 1,049

    11

 3,421

 1,160

△    15

 11.9

   

10,678

 2,763

 4,187

    12

 1,064

    11

 1,556

 1,081

△     0

 12.8

   

 2,002

△  883

   972

     0

△   15

    －

 1,864

   79

 △   14

  18.8

資 産 合 計          106,125 100.0 83,548 100.0 22,577   27.0
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（単位：百万円）

当 期    
(平成 13年９月 30日現在)

前 期    
(平成12年９月30日現在)

増 減    
期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【負 債 の 部        】

流 動 負 債          

支 払 手 形         

買 掛 金         

短 期 借 入 金         

19,879

 6,350

 1,532

 2,900

％

 18.7 20,850

 5,898

 2,065

 3,400

％

 25.0 △   970

  452

△   533

△   500

％

 △4.7

一年以内返済予定         
      長期借入金      

     430      344     86

未 払 金         

未 払 法 人 税 等         

未 払 費 用         

前 受 金         

預 り 金         

賞 与 引 当 金         

設備購入支払手形         

社 内 預 金         

そ の 他         

 1,494

   710

   349

   306

   168

 1,827

 3,107

   696

     5

 1,219

 2,721

   348

   286

   154

 2,177

 1,800

   421

    13

 275

△ 2,011

   0

  20

  14

△   350

1,306

274

△     7

固 定 負 債          

転 換 社 債         

長 期 借 入 金         

退 職 給 付 引 当 金         

退 職 給 与 引 当 金         

役員退職慰労引当金

41,003

20,063

12,348

 8,153

    ―

438

 38.7 21,162

 2,001

12,188

    ―

 6,973

    －

 25.3 19,840

18,062

  160

8,153

△ 6,973

438

  93.8

負 債 合 計          60,882  57.4 42,012  50.3 18,869   44.9

【資 本 の 部        】

資 本 金          

資 本 準 備 金          

利 益 準 備 金          

    

15,604

15,320

   655

  

 14.7

 14.4

  0.6

    

14,634

14,351

   591

  

 17.5

 17.2

  0.7

  969

  968

   63

  6.6

  6.7

 10.7

そ の 他 の 剰 余 金          

１．任 意 積 立 金        

(1)特別償却準備金        

(2)別 途 積 立 金        

２．当期未処分利益        

その他有価証券評価差額金

13,687

10,563

   263

10,300

  3,124

△   24

 12.9

  

11,956

 9,570

   270

 9,300

  2,386

     －

 14.3

  

1,730

992

△     7

1,000

  737

△    24

  14.5

資 本 合 計          45,242  42.6 41,535  49.7  3,707    8.9

負 債 ・ 資 本 合 計          106,125 100.0 83,548 100.0  22,577   27.0

（注）注記は別記しております。
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２．損 益 計 算 書         

（単位：百万円）

当 期      
（12．10．１～13．９．30）

前 期      
（11．10．１～12．９．30）

増 減      
  期 別   

科 目   金 額    百分比 金 額    百分比 増減額   増減率

Ⅰ 売 上 高            

Ⅱ 売 上 原 価            

   売 上 総 利 益            

Ⅲ 販売費及び一般管理費            

52,722

28,866

23,856

17,056

     ％
 100.0

  54.8

  45.2

32.3

45,115

24,832

20,283

15,101

     ％
 100.0

  55.0

  45.0

33.5

  7,607

  4,033

  3,573

1,954

    ％

   16.9

   16.2

   17.6

12.9

   営 業 利 益             6,800   12.9  5,181   11.5   1,618    31.2

Ⅳ 営 業 外 収 益            

 1. 受 取 利 息            

2. 受 取 配 当 金            

3. 投資不動産等賃貸収入            

4. 為 替 差 益            

5. そ の 他 の 営 業 外 収 益            

 1,088

148

   188

   249

   167

335

   2.1    874

77

   319

   300

    15

161

1.9   213

70

△  131

△   51

152

173

 24.4

Ⅴ 営 業 外 費 用            

1. 支 払 利 息            

2. 支 払 利 息 及 び 割 引 料            

3. 社 債 利 息            

4. 社 債 発 行 費            

5. 投資不動産等に係る諸費用

6. そ の 他 の 営 業 外 費 用            

   974

   303

―

    57

   457

116

     38

1.9    510

―

   298

    38

 ―

 137

    36

   1.1   463

303

△  298

   19

 457

△   20

    2

 90.6

   経 常 利 益             6,914   13.1  5,545   12.3 1,369   24.7

Ⅵ 特 別 利 益            

1. 固 定 資 産 売 却 益            

2. 補 助 金 収 入            

3. 貸 倒 引 当 金 戻 入 額            

    20

     3

     4

 12

   0.0     20

     1

    19

    ―

   0.1 △    0

 2

△   15

12

△ 0.8

Ⅶ 特 別 損 失            

1. 固定資産売却及び除却損            

2. 固 定 資 産 圧 縮 損            

3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損            

4. 投 資 有 価 証 券 売 却 損            

5. 過年度役員退職慰労引当金

6. 退職給付会計基準変更時差異

7. 退職給与引当金特別繰入額

 3,641

   204

     4

 2,068

    41

 365

956

－

   6.9  3,181

    77

    19

   166

－

－

－

 2,918

   7.1 460

127

△   14

1,902

41

365

956

△2,918

  14.5

税 引 前 当 期 純 利 益            

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額            

 3,293

 2,434

  △ 1,537

   6.2

   

  

 2,384

 3,201

△ 2,280

   5.3

   

  

908

△  767

742

   38.1

当 期 純 利 益            

前 期 繰 越 利 益            

 2,396

   984

   4.5

   

 1,463

   942

   3.2

   

933

41

   63.8

過 年 度 税 効 果 調 整 額             －     42 △   42

税効果会計適用に伴う            

特別償却準備金取崩額            
 －    188 △  188

中 間 配 当 額            

利 益 準 備 金 積 立 額            

   233

    23

  228

   22

5

    0

当 期 未 処 分 利 益             3,124  2,386 737    30.9
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３．利 益 処 分 案         

（単位：百万円）

期 別   

科 目   

当 期    

平成１３年９月期

前 期    

平成１２年９月期
増 減 額    

Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益           

Ⅱ  任 意 積 立 金 取 崩 高           

特別償却準備金取崩高           

合 計     

これを次のとおり処分いたします。

１．利 益 準 備 金           

２．配 当 金           

３．役 員 賞 与 金           

（うち監査役賞与金         ）

４．任 意 積 立 金           

（１）特 別 償 却 準 備 金         

（２）別 途 積 立 金         

合 計     

Ⅲ  次 期 繰 越 利 益           

3,124

   70

3,194

   40

  337
（１株につき５円）

   55

（  6 ）

   22

1,800

2,255

  939

2,386

   45

2,431

   40

  314
（１株につき９円 50銭）

   55

（  6 ）

   37

1,000

1,447

  984

737

24

762

―

22

―

（―）

△ 15

800

807

△ 45

  

（注）１．前期の配当金は、１株につき９円 50 銭といたしましたが、平成１３年５月２１日付で１

株を２株に分割したため、当期の配当金は１株につき５円としております。

２．中間配当の実施状況は次のとおりであります。

                                       （当 期    ） （前 期    ）

           中 間 配 当 金        233 百万円 228 百万円

       （分割前株式１株につき） ７円 00銭 ７円 00銭

３．特別償却準備金取崩高は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
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（会計方針の変更）

従来、役員退職慰労金につきましては、支出時の費用として処理しておりましたが、当期から

内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。

この変更に伴い、当期発生額７２百万円は「販売費及び一般管理費」に計上し、過年度相当額

１，０９７百万円については、当期から３年間で均等額を繰入計上することとし、当期の負担額

３６５百万円は「特別損失」に計上しております。この結果、従来と同一の方法によった場合に

比べ、営業利益および経常利益は７２百万円、税引前当期純利益は４３８百万円それぞれ減少し

ております。

（重要な会計方針        ）

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 ……… 総平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの ………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております）

時価のないもの ………………………… 総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品 ………… 総平均法に基づく原価法

貯蔵品 …………………………………… 最終仕入原価法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産および投資その他の資産（投資不動産等）の減価償却方法は定率法、ソフトウェ

ア以外の無形固定資産および投資その他の資産（長期前払費用）の減価償却方法は、定額法によ

っております。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償却額と、残存

有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

４．繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

６．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。なお、会計基準変更時差異９５６百万円につきましては、当期に一括

して費用処理しております。

数理計算上の差異につきましては、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１０年）による定額法により、翌期から費用処理することにしております。
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（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

きましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

８．ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては、振当処理を行っております。

また、外貨建の予定取引の為替リスクヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

９．消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（貸借対照表関係注記）

（当 期    ） （前 期    ）

１．関係会社に対する資産・負債のうち主なものは次のとおりであります。

売 掛 金       ５，０５７百万円 ５，３６８百万円

２．流動資産のその他には、自己株式８２千円を含めて記載しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 ４２，７０４百万円 ３９，０２２百万円

４．有形固定資産

（１）担保に供している資産

①  工 場 財 団      ７，３６２百万円 ７，５７０百万円

②  土地・建物      ２３７ ２４５

上記にかかる債務

一年以内返済予定長期借入金 ３２０百万円 ２０４百万円

（３１３） （１９０）

長 期 借 入 金         ２，７６９ ２，５８９

（２，６６９） （２，４８２）

なお、上記（  ）内数字は内数であり、工場財団設定に係る債務であります。

（２）有形固定資産の取得価額より直接減額されている圧縮記帳額

建 物         ４６百万円 ４６百万円

機 械 及 び 装 置         ２２１ ２２１

工具、器具及び備品         １２４ １２１

なお、当期において補助金の受け入れにより行った圧縮記帳額は、工具、器具及び備品４百

万円であります。

５．保証債務 ９３９百万円 ９６８百万円

６．発行済株式総数の増加

転換社債の株式転換による増加 １，０１２，０９０株 １，３５２，４４０株

株式分割による増加 ３３，３４７，６５０ ―

（平成１３年５月２１日付で、平成１３年３月３１日現在の株主に対し、１株につき２株の割

合にて株式分割をしております）

７．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

    なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。

    受 取 手 形         ３２２百万円 ３３３百万円



8

（追加情報）

１．当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会  平成１０年６月１６日））を適用しております。この変更に伴い、従来と同一の方法

によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は４５４百万円多く計上されておりますが、税引前

当期純利益は５０２百万円少なく計上されております。

２．当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会  平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の会計処理方法、貸倒引当金の計上基

準について変更いたしました。この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、税引前

当期純利益は３４百万円多く計上されております。

３．当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会  平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更に伴う財務

諸表に与える影響はありません。

（損益計算書関係注記）

（当 期    ） （前 期    ）

１．関係会社との取引のうち、主なものは次のとおりであります。

売 上 高         １６，１９２百万円 １２，７６１百万円

受 取 配 当 金         １７２ ２８７

２．有形固定資産の減価償却実施額 ４，５４６百万円 ３，６２３百万円

３．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 ６，９２７百万円 ６，０５８百万円

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（工具、器具及び備品）

取 得 価 額 相 当 額          ３１８百万円 ４５７百万円

減価償却累計額相当額         ２２３ ２９８

期 末 残 高 相 当 額            ９５ １５８

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内          ４８百万円 ７３百万円

１ 年 超          ４６ ８５

合 計     ９５ １５８

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

（３）支払リース料および減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料          ７５百万円 ９２百万円

減価償却費相当額          ７５ ９２

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」および当連結会計年度に係る「有価証券」（子会

社株式および関連会社株式で時価のあるものを除く）に関する注記については、連結財務諸表に

おける注記事項として記載しております。なお、当事業年度（自平成１２年１０月１日  至平成

１３年９月３０日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（当 期    ） （前 期    ）

① 繰延税金資産

退職給付引当金限度超過額 １，８９７百万円 １，５３９百万円

有価証券評価差額 １，１９９ ―

減価償却費限度超過額 ３５８ ２２９

賞与引当金限度超過額 ２８４ ４６６

役員退職慰労引当金限度超過額 １８０ ―

未払事業税否認額 ８０ ２５４

その他 １３ １４

繰延税金資産合計 ４，０１５ ２，５０５

② 繰延税金負債

特別償却準備金 １３７ １８１

繰延税金負債合計 １３７ １８１

③ 繰延税金資産の純額 ３，８７７ ２，３２３

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

法定実効税率 ４１．１２％ ４１．１２％

（調 整    ）

交際費等永久に損金算入             

されない項目 ２．１０％ ２．０３％

受取配当金等永久に益金算入

されない項目 △０．２１ △０．４８

税 額 控 除             △５．７９ △３．７９

非上場有価証券一時差異認識 △１１．２２ ―

そ の 他             １．２２ △０．２６

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２７．２２ ３８．６２

（退職給付会計関係）

（１）採用している退職給付制度

適格退職年金制度および退職一時金制度

（２）退職給付債務等の内容

① 退職給付債務およびその内訳

退 職 給 付 債 務           △１１，４７７百万円

年 金 資 産           ２，９９７

未認識数理計算上の差異 ３２６

退職給付引当金                                          △  ８，１５３
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② 退職給付費用の内訳

勤 務 費 用           △      ６６０百万円

利 息 費 用           △      ３２４

期 待 運 用 収 益           ２９

会計基準変更時差異の費用処理額 △      ９５６

退職給付費用                                             △   １，９１２

③ 退職給付債務等の計算基礎

割 引 率           ３．０％

期 待 運 用 収 益 率           １．０％

退職給付見込額の期間配分方法          期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数  １０年

（定額法により、翌期から費用処理することとしている）
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４．売上高の概況

（１）製品別の内訳

（単位：百万円）

当 期    前 期    

(
自 平成 12 年 10 月１日

至 平成 13 年９月 30 日
) (
自 平成 11 年 10 月１日

至 平成 12 年９月 30 日
)

増 減    
期 別   

主な製品名 金 額    構成比率 金 額    構成比率 金 額   増減率   

光電子増倍管
（6,804）

 10,400

      ％

 （12.9）

   19.7

（5,373）

  8,478

      ％

 （11.9）

   18.8

  (1,430)

 1,921

     ％

（26.6）

  22.7

イメージ機器

および光源

（3,359）

  8,367

 （ 6.4）

   15.9

（2,889）

  8,131

 （ 6.4）

   18.0

 （470）

   236

（16.3）

   2.9

光半導体素子       
 (8,513)

 22,930

 （16.1）

   43.5

 (6,417)

 18,472

 （14.2）

   41.0

 （2,095）

 4,458

（32.7）

  24.1

画像処理・計測装置
 (3,042)

 10,129

 （ 5.8）

   19.2

 (2,450)

  9,257

 （ 5.4）

   20.5

 （592）

   871

（24.2）

   9.4

そ の 他       
 (   48)

    894

 （ 0.1）

    1.7

 (   72)

    775

 （ 0.2）

    1.7

(△  24)

   118

(△33.3)

  15.3

合 計       
(21,767)

 52,722

 （41.3）

  100.0

(17,202)

 45,115

 （38.1）

  100.0

 （4,565）

 7,607

（26.5）

  16.9

（注） （  ）内数字は内数であり、輸出販売額であります。

（２）地域別の内訳

（単位：百万円）

当 期    前 期    

（
自 平成 12年 10 月 1日

至 平成 13年 9月 30 日
）（
自 平成 11年 10 月 1日

至 平成 12年 9月 30 日
）
増 減    

期 別    

地 域 別    金 額   構成比率 金 額   構成比率 金 額   増減率

国 内     30,954 58.7％ 27,913 61.9％ 3,041 10.9％

米 国     10,970 20.8 8,304 18.4 2,665 32.1

欧 州     6,247 11.8 5,103 11.3 1,143 22.4

ア ジ ア     4,359 8.3 3,660 8.1 699 19.1

そ の 他     190 0.4 133 0.3 56 42.6

合 計   52,722 100.0 45,115 100.0 7,607 16.9
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（３）業界別の内訳

光半導体素子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

通信・情報機器 1,569 2,194 3,124 1,857

医用機器 1,584 2,024 2,372 2,581

産業用機器 1,245 1,630 1,832 1,590

分析機器 568 668 783 751

輸送機器 750 741 811 899

計測機器 716 927 1,132 970

光学・写真機器 436 497 564 601

その他 1,447 1,467 1,504 1,550

５３期上 ５３期下 ５４期上 ５４期下

画像処理・計測装置

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

医用機器 241 145 203 196

分析機器 131 86 101 93

計測機器 163 154 166 174

産業用機器 1,504 2,032 2,381 2,023

学術研究 1,786 1,050 1,563 1,019

その他 1,067 576 632 890

５３期上 ５３期下 ５４期上 ５４期下

光電子増倍管

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

分析機器 917 950 1,078 1,077

医用機器 1,219 1,932 1,932 2,271

計測機器 558 545 634 666

産業用機器 337 459 554 258

学術研究 470 464 690 598

その他 332 290 300 339

５３期上 ５３期下 ５４期上 ５４期下

イメージ機器および光源

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

分析機器 840 874 1,015 952

医用機器 337 324 341 412

計測機器 113 92 102 134

光学・写真機器 135 133 125 106

産業用機器 1,802 2,254 2,407 1,621

保安・警報機器 88 108 126 80

その他 505 519 551 390

５３期上 ５３期下 ５４期上 ５４期下



（別 紙    ）

役員の異動（平成１３年１２月２０日予定）

１．代表者の異動 該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

（１）新任取締役候補 渡 邊 浩 之        [現 トヨタ自動車株式会社 専務取締役]

（２）退任予定取締役 松 井 昌 憲        [常勤監査役に就任予定]

加 藤 伸 一        [現 株式会社豊田中央研究所代表取締役]

（３）新任監査役候補 松 井 昌 憲        [現 取 締 役     ]

（常 勤     ）

（４）退任予定監査役 横 沢 文 男       

以   上


